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アジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュース No.20-08 

 添付法令資料 1：    モロッコのムスリムモロッコのムスリムモロッコのムスリムモロッコのムスリム中等教育中等教育中等教育中等教育における修了における修了における修了における修了証書及び学位取得の方式証書及び学位取得の方式証書及び学位取得の方式証書及び学位取得の方式    

        及び条件を定める及び条件を定める及び条件を定める及び条件を定める 1919191919191919 年年年年 5555 月月月月 21212121 日付大臣省令日付大臣省令日付大臣省令日付大臣省令（目次） 

 添付法令資料 2：    韓国青年基本法韓国青年基本法韓国青年基本法韓国青年基本法（目次） 

 添付法令資料 3：    中国国際海運条例実施細則中国国際海運条例実施細則中国国際海運条例実施細則中国国際海運条例実施細則（目次） 

 添付法令資料 4：    電子取引プラットフォー電子取引プラットフォー電子取引プラットフォー電子取引プラットフォーム・プム・プム・プム・プロバイダーにロバイダーにロバイダーにロバイダーに関関関関するするするする2012012012019999年年年年11110000月月月月33331111日日日日付付付付    

        インドネシア中央銀行理事会規定インドネシア中央銀行理事会規定インドネシア中央銀行理事会規定インドネシア中央銀行理事会規定 No.21/19/PADG/2019No.21/19/PADG/2019No.21/19/PADG/2019No.21/19/PADG/2019（目次） 

 添付法令資料 5：    石油・ガス法を合一するベトナム石油・ガス法を合一するベトナム石油・ガス法を合一するベトナム石油・ガス法を合一するベトナム国会事務局の合一文書国会事務局の合一文書国会事務局の合一文書国会事務局の合一文書（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2020 年 2 月 21 日（金） 
 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 円借款の供与に関する日本国政府とベトナム社会主義共和国政府との間の書

簡の交換に関する件（外務省告示第 46号） 
20.02.17公布 

2 船舶安全法に基づく型式承認等をした件（国土交通省告示第 108 号ないし第

111号） 
20.02.18公布 

3 自動車の型式を指定した件（国土交通省告示第 114号ないし第 165号） 
20.02.18公布 

4 船舶安全法に基づく型式承認等をした件（国土交通省告示第169号及び第170
号） 

20.02.19公布 
 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 中国银保监会关于废止和修改部分规范性文件的通知 
20.02.04公布 中国銀行保険監督・管理委員会 銀保監発[2020]5号 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 
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第 3 ロシア 

1 ロシア連邦租税法典第 2部第 346.43条への変更の導入に関する 2019年 7月

18日付ロシア連邦法律 No.176-FZ 
公布の日から 1か月経過後に施行。ただし、特許税制の適用に関連して支

払われる税に関する次期課税期間の初日より前には施行されない。 
2 ロシア連邦民法典第 1部第 11条及び第 4部第 1252条への変更の導入に関す

る 2019年 7月 18日付ロシア連邦法律 No.177-FZ 
公布の日から 30日経過後に施行 

3 行政的違法行為に関するロシア連邦法典第 14.1 条への変更の導入に関する

2019年 7月 18日付ロシア連邦法律 No.178-FZ 
公布の日から施行 

4 ロシア連邦刑事執行法典への変更の導入に関する 2019年 7月 18日付ロシア

連邦法典 No.179-FZ 
2010年 1月 1日から施行 

5 行政的違法行為に関するロシア連邦法典への変更の導入に関する 2019 年 7
月 18日付ロシア連邦法律 No.180-FZ 
6 警察に関するロシア連邦法律第 43条への変更の導入に関する 2019年 7月 18
日付ロシア連邦法律 No.182-FZ 
7 ロシア連邦における戦略的プランニングに関するロシア連邦法律第 33 条及

び第 35 条並びにロシア連邦における住民の雇用に関するロシア連邦法律第

7.1-1 条への変更の導入に関する 2019 年 7 月 18 日付ロシア連邦法律

No.183-FZ 
2020年 1月 1日から施行 

8 障害者の社会的保護に関するロシア連邦法律への変更の導入並びに国家及び

地方自治体のサービス提供の組織化に関するロシア連邦法律第7条第6項第16
号の失効の認定に関する 2019年 7月 18日付ロシア連邦法律 No.184-FZ 

一部を除き、2020年 7月 1日から施行 
9 ロシア連邦における身体障害者の社会的保護に関するロシア連邦法律第 33
条並びにロシア連邦における中小企業の発展に関するロシア連邦法律第 4条及

び第 4.1 条への変更の導入に関する 2019 年 7 月 18 日付ロシア連邦法律

No.185-FZ 
2020年 1月 1日から施行 

10 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 5 韓国 

1 小商工人基本法 
20.02.04公布 法律第 16954号／21.02.05施行 

2 水素経済育成及び水素安全管理に関する法律 
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20.02.04公布 法律第 16942号／21.02.05施行 
3 ベンチャー投資促進に関する法律 

20.02.11公布 法律第 16998号／20.08.12施行 
4 石材産業振興に関する法律 

20.02.18公布 法律第 17018号／21.02.19施行 
5 水産食品産業の育成及び支援に関する法律 

20.02.18公布 法律第 17037号／21.02.19施行 
6 自律管理漁業育成及び支援に関する法律 

20.02.18公布 法律第 17052号／21.02.19施行 
7 海洋教育及び海洋文化の活性化に関する法律 

20.02.18公布 法律第 17058号／21.02.19施行 
8 海洋調査及び海洋情報活用に関する法律 

20.02.18公布 法律第 17063号／21.02.19施行 
 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 7 シンガポール 

1 Singapore Convention on Mediation Act 2020 
Passed by Parliament on 4 February 2020 and assented to by the 

President on 17 February 2020 
2 Estate Agents Act - Estate Agents (Disciplinary Proceedings) 
(Amendment) Regulations 2020 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 20 
February 2020 and come into operation on 21 February 2020; 
No.S117/2020 

 

第 8 タイ 

1 日本製鉄株式会社の日本に原産地を有するコイル及び非コイル熱延鋼板物品

ダンピング相殺関税率のレビュー開始についての仏暦 2563年（西暦 2020年）

の国際貿易局の通知 
20.02.04制定 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 
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掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 13 カザフスタン 

1 過激主義との闘争に係る上海協力機構の条約の批准に関するカザフスタン共

和国法律 
2020年 2月 18日付 No.303-VI ZRK 

2 窒息性ガス、毒性ガスまたはこれらに類するガスおよび細菌学的手段の戦争

における使用の禁止に関する議定書の批准に関するカザフスタン共和国法律 
2020年 2月 13日付 No.301-VI ZRK 

3 カザフスタン共和国政府とロシア連邦政府との間の「バイコヌール」宇宙基

地における「バイテレク」宇宙ミサイル複合体の設置に関する 2004 年 12 月

22 日付条約への変更及び追加の導入に係る議定書の批准に関するカザフスタ

ン共和国法律 
2020年 2月 13日付 No.302-VI ZRK 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 ウズベキスタン共和国の銀行において開設される銀行口座に関する指令書へ

の変更及び追加の導入に関するウズベキスタン共和国中央銀行理事会の決定 
2019年 12月 28日付No.33/6 2020年 2月 10日法務省登録No.1948-19

／同日施行 
2 経済特区に関するウズベキスタン共和国法律 

2020年 2月 17日付 No.ZRU-604／同年 5月 19日施行 
 

第 15 トルコ 

1 食料品法典に係る農林省の規則 
2020年 2月 19日官報 No.31044／同日施行 

2 地理情報システム及び特定の法律における変更の実施に関する法律 
2020年 2月 14日付 No.7221 同月 20日官報 No.31045／一部を除き、公

布の日から施行 
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第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
 

第 17 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 18 添付法令資料 

   1 モロッコのムスリム中等教育における修了証書及び学位取得の方式及び条モロッコのムスリム中等教育における修了証書及び学位取得の方式及び条モロッコのムスリム中等教育における修了証書及び学位取得の方式及び条モロッコのムスリム中等教育における修了証書及び学位取得の方式及び条

件を定める件を定める件を定める件を定める 1919191919191919 年年年年 5555 月月月月 21212121 日付大臣省令日付大臣省令日付大臣省令日付大臣省令（目次）    

   2韓国青年基本法韓国青年基本法韓国青年基本法韓国青年基本法（目次）    

   3中国国際海運条例実施細則中国国際海運条例実施細則中国国際海運条例実施細則中国国際海運条例実施細則（目次） 

   4 電子取引プラットフォーム・プロバイダーに関する電子取引プラットフォーム・プロバイダーに関する電子取引プラットフォーム・プロバイダーに関する電子取引プラットフォーム・プロバイダーに関する 2019201920192019 年年年年 10101010 月月月月 31313131 日付イ日付イ日付イ日付イ

ンドネシア中央銀行理事会規定ンドネシア中央銀行理事会規定ンドネシア中央銀行理事会規定ンドネシア中央銀行理事会規定 No.21/19/PADG/2019No.21/19/PADG/2019No.21/19/PADG/2019No.21/19/PADG/2019（目次）    

   5石油・ガス法を合一するベトナム国会事務局の合一文書石油・ガス法を合一するベトナム国会事務局の合一文書石油・ガス法を合一するベトナム国会事務局の合一文書石油・ガス法を合一するベトナム国会事務局の合一文書（目次）    

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 
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デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

芳賀 洋一  弁護士：シンガポール法令担当 

萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法研究員（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

廣川 梓   パラリーガル：韓国・インドネシア・モンゴル・越南法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 
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提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 
 


